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人口減少社会（高齢化の進展）

出典：内閣府平成30年度高齢社会白書

総人口（2017年10月）：1億2,671万人 ⇒ 2053年には9,924万人
65歳以上人口（2017年10月）：3,515万人（27.7%）⇒2025年に3,677万人
75歳以上人口（後掲）
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○75歳以上人口は、介護保険創設の2000年以降、急速に増加
してきたが、2025年までの10年間も、急速に増加。
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75歳以上の人口の推移

2017年10月
75歳以上人口：1,748万人
2054年まで増加傾向が続く
2030年には2,288万人

75~84歳は2025年頃をピーク
に増加しないが、その後、85歳
以上人口が増加していく
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○85歳以上の人口は、2015年から2025年までの10年間、75歳
以上人口を上回る勢いで増加し、2035年頃まで一貫して増加。

85歳以上の人口の推移
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80歳以上人口

2015年：494万人
↓
2030年：831万人

15年間で約1.7倍
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単身高齢者の増加

出典：内閣府平成30年度高齢社会白書

65歳以上単身高齢者
2015年：590万人 ⇒ 2030年：796万人

15年間で約1.3倍
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75歳以上単身高齢者の増加

○世帯主が７５歳以上の単独・夫婦のみの世帯数は、２０３０年
に向けて増加。一般世帯に占める割合も１７％程度まで上昇

世帯主が75歳以上の単独・夫婦のみ世帯の増加
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国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（全国推計）
（平成30（2018））年1月推計）」より作成

出典：厚生労働省資料

75歳以上単独高齢者

2015年：337万人
↓
2030年：505万人

20年間で約1.5倍
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要介護高齢者の増加
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出典：総務省統計局人口推計及び介護給付費等実態調査（平成29年10月審査分）

歳

７５歳以上全体の認定率：３２．２％

８５歳以上全体の認定率：６０．１％

年齢階級別の要介護認定率の推移

出典：厚生労働省資料

65~69歳 ： 2.9%
70~74歳 ： 6.0%
75~79歳 ： 12.8%
80~84歳 ： 28.1%
85~89歳 ： 50.4%
90~94歳 ： 71.4%
95歳～ ： 92.8%

75歳以上になると認定率UP
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要介護認定者の推移

出典：厚生労働省資料
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（５）将来の社会保障費の見通し

出典：財政制度分科会資料



不動産業ビジョン2030

出典：社会資本整備審議会産業分科会不動産部会
10



不動産業ビジョン2030

11
出典：社会資本整備審議会産業分科会不動産部会
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家財整理・遺品整理を取り巻く行政施策

■厚生労働省 ： 地域包括ケアシステム

■総務省 ： 遺品の整理サービス等に関する実態調査

■環境省 ： 高齢社会に対応した廃棄物処理体制構築検討業務

■国土交通省 ： 改正住宅セーフティネット法



いつまでも元気に暮らすために･･･

生活支援・介護予防

住まい

地域包括ケアシステムの姿

※ 地域包括ケアシステムは、おおむね
３０分以内に必要なサービスが提供さ
れる日常生活圏域（具体的には中学
校区）を単位として想定

■在宅系サービス：
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護
・小規模多機能型居宅介護
・短期入所生活介護
・福祉用具
・24時間対応の訪問サービス
・複合型サービス
（小規模多機能型居宅介護＋訪問看護）等

・自宅
・サービス付き高齢者向け住宅等

相談業務やサービスの
コーディネートを行います。

■施設・居住系サービス
・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・認知症共同生活介護
・特定施設入所者生活介護

等

日常の医療：
・かかりつけ医、有床診療所
・地域の連携病院
・歯科医療、薬局

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等

・地域包括支援センター
・ケアマネジャー

通院・入院
通所・入
所

病院：
急性期、回復期、慢性期

病気になったら･･･

医 療 介護が必要になったら･･･

介 護

■介護予防サービス

地域包括ケアシステムの構築について

○ 団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年を目途に、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で
自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援が包
括的に確保される体制（地域包括ケアシステム）の構築を実現。

○ 今後、認知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症高齢者の地域での生活を支えるために
も、地域包括ケアシステムの構築が重要。

○ 人口が横ばいで７５歳以上人口が急増する大都市部、７５歳以上人口の増加は緩やかだが人口は
減少する町村部等、高齢化の進展状況には大きな地域差。

○ 地域包括ケアシステムは、保険者である市町村や都道府県が、地域の自主性や主体性に基づき、
地域の特性に応じて作り上げていくことが必要。

13厚生労働省老健局振興課資料より抜粋



遺品の整理サービス等に関する実態調査【総務省行政評価局】

平成30年9月21日総務省報道発表資料より抜粋

今後、遺品整理サービスに対する需要や、その提供者が増加すると見込まれること
から、遺品整理サービスに関する実態を把握し・整理し、関係行政機関や国民に対
し、提供するために実施

14報告書公表 2019年8月頃



高齢社会に対応した廃棄物処理体制構築検討業務【環境省】

15環境省資料より抜粋

背景・目的

我が国の65歳以上の高齢者人口は、現在、26.7％に達し ている。今後、
総人口が減少する中で高齢者が増加することにより高齢化率 は上昇を続
け、2060年には39.9％に達して、国民の約2.5人に1人が65歳以上 の高齢
者となる社会が到来すると推計されている。

高齢化社会や核家族化の進展等に伴い高齢者のみの世帯が増加すること
により、家庭からの日々のごみ出しに課題を抱える事例も生じており、既
に一 部市町村等においては高齢者ごみ出し支援（「ふれあい収集」等）が
開始されている。
全国の自治体において、従来の廃棄物処理体制から高齢化社会に対応し

た廃棄物処理体制へとシフトしていく必要性が生じており、これに応じた
廃棄物処理の課題及び今後目指すべき方向性を検討し、今後の廃棄物処理
のあり方や施策の立案を進める必要が生じている。

H31年度予算 1億円



高齢者会に対応した廃棄物処理体制構築検討業務【環境省】

環境省資料より抜粋

イメージ
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高齢者ごみだし支援・ふれあい収集・見守りの入札案件（2014年1月～2018年1月）

月刊廃棄物 2018 April より抜粋 17

公示種類 案件名 機関 都道府県 年月 落札会社名

随契 さいたま市ひとり暮らし高齢者安否確認事業業務 さいたま市役所 埼玉県 2017年5月 社会福祉法人さいたま市社会福祉協議会

一般 ひとり暮らし高齢者等ごみ出し支援ふれあい収集業務委託 我孫子市役所 千葉県 2017年2月 我孫子市廃棄物処理協業組合

随契 ひとり暮らし高齢者等ごみ出し支援及び有害・危険ごみ収集運搬業務委託 流山市役所 千葉県 2016年4月 江戸川清掃株式会社

随契 ひとり暮らし高齢者等見守り推進事業業務委託（麻布地区） 港区役所 東京都 2017年3月 社会福祉法人恩賜財団済生会支部東京都済生会

随契 ひと声訪問事業緊急調査委託 小金井市役所 東京都 2016年4月 公益社団法人小金井市シルバー人材センター

希望指名 ふれあい収集用2ｔトラック1台 宇治市役所 京都府 2014年11月 アーク工業

随契 江東区声かけ訪問業務委託 江東区役所 東京都 2017年4月 公益社団法人江東区シルバー人材センター

随契 高齢者生活安全訪問事業委託 五泉市役所 新潟県 2017年4月 公益社団法人五泉市シルバー人材センター

不明 高齢者等ごみ出し支援及び有害危険ごみ収集運搬業務委託 流山市役所 千葉県 2018年1月 江戸川清掃株式会社

随契 鹿屋市高齢者自立生活支援事業(訪問型サービスA)委託業務 鹿屋市役所 鹿児島県 2017年4月 公益社団法人鹿屋市シルバー人材センター

随契 小平市高齢者訪問型サービス事業業務委託 小平市役所 東京都 2017年4月 公益社団法人小平市シルバー人材センター

随契 新居浜市ふれあい収集業務 新居浜市役所 愛媛県 2017年4月 公益社団法人新居浜市シルバー人材センター

随契 吹田市高齢者友愛訪問業務 吹田市役所 大阪府 2017年4月 吹田市高齢クラブ連合会

随契 盛岡市ひとり暮らし高齢者等地域生活サポート事業業務委託(単価契約) 盛岡市役所 岩手県 2016年4月 ALSOKあんしんケアサポート株式会社

随契 声かけふれあい収集事業 下野市役所 栃木県 2016年4月 公益社団法人下野市シルバー人材センター

随契 専門職による見守り訪問事業委託(単価契約) 世田谷区役所 東京都 2015年4月 社会福祉法人世田谷区社会福祉事業団

一般 被災地域における高齢者宅訪問等安全指導事業【160801000170247】 宮城県庁 宮城県 2016年8月 株式会社ブルースカイ

随契 平成27年度不法投棄物除去及びふれあい訪問収集業務委託 牛久市役所 茨城県 2015年3月 社団法人牛久市シルバー人材センター

随契 平成27年度熊本市ひとり暮らし高齢者訪問事業 熊本市役所 熊本県 2015年4月 公益社団法人熊本市シルバー人材センター

随契 平成28年度不法投棄物除去及びふれあい訪問収集業務委託 牛久市役所 茨城県 2016年2月 公益社団法人牛久市シルバー人材センター

随契 平成29年度盛岡市ひとり暮らし高齢者等地域生活サポート事業業務委託(単価契約) 盛岡市役所 岩手県 2017年3月 ALSOKあんしんケアサポート株式会社

随契 平成30年度不法投棄物除去及びふれあい訪問収集業務委託 牛久市役所 茨城県 2018年2月 公益社団法人牛久市シルバー人材センター

見積

(ｵｰﾌﾟﾝｶｳﾝﾀｰ)
訪問食事による見守り事業委託(単価契約)【2015-00240】 府中市役所 東京都 2015年3月 株式会社シルバーライフ

随契 木津川市ふれあい支援事業(基準緩和型訪問サービスA) 木津川市役所 京都府 2017年3月 公益社団法人木津川市シルバー人材センター



平成30年度住宅・土地統計調査
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空き家数846万戸/総戸数6,242万戸（空き家率13.6％で過去最高）
※前回調査より26万戸増加（＋3.2％）

18



改正住宅セーフティネット法の成立

19

高齢者、障害者、子育て世帯等、住宅の確保に配慮が必要な方のために、民間の空き家・空き室を活用

して、住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅の供給を促進することを目的とした制度。



20出典：国土交通省資料
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（一社）家財整理相談窓口の指定状況

指定取得済み
福島県
千葉県
東京都
神奈川県
愛知県
大阪府
福岡県

2019年６月現在

◆申請中（予定含む）
北海道
栃木県
埼玉県
兵庫県
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（一社）家財整理相談窓口の指定状況

福島県 千葉県
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（一社）家財整理相談窓口の指定状況

東京都
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（一社）家財整理相談窓口の指定状況

神奈川県 協議会入会承認通知書
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（一社）家財整理相談窓口の指定状況

愛知県
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（一社）家財整理相談窓口の指定状況

大阪府 協議会（正会員）抜粋

※居住支援法人全社が正会員
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（一社）家財整理相談窓口の指定状況

福岡県
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（一社）全国居住支援法人協議会 【組織概要】
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（一社）全国居住支援法人協議会 【シンポジウム】



30

（一社）全国居住支援法人協議会 【会員一覧】

株式会社エコアース

特定非営利活動法人エヅリン

一般社団法人家財整理相談窓口

株式会社金田臨海総合

有限会社ファンデックス

マインドカンパニー合同会社

株式会社友心

株式会社レリック

株式会社レリック琉球

エルズサポート株式会社



居住支援サービスとしての家財整理

31

■国土交通省 ： 居住支援協議会の活動イメージ
居住支援法人活動支援事業

■横浜市居住支援協議会 ： 入退去支援部会

■千葉県 ： 居住支援法人指定事務取扱要領



32出典：国土交通省資料 弊社グループの事業領域



○ 20の政令市のうち、居住支援協議会を設置しているのは９市。
○ 住民に身近な福祉サービスを提供し、居住支援ニーズを把握しやすい市町村におい

て、居住支援協議会の設置が必要。

居住支援協議会の設置・取組状況

政令市名 設置状況 設置時期

札幌市 － 2019年度中予定
仙台市 －
さいたま市 －
千葉市 ○ Ｈ３１．３
川崎市 ○ Ｈ２８．６
相模原市 －
横浜市 － Ｈ３０．１０
新潟市 －
静岡市 －
浜松市 －
名古屋市 ○ Ｈ３０．５
京都市 ○ Ｈ２４．９
大阪市 －
堺市 －
神戸市 ○ Ｈ２３．１２
岡山市 －
広島市 ○ Ｈ３０．７
北九州市 ○ Ｈ２４．１１
福岡市 ○ Ｈ２１．３
熊本市 ○ Ｈ２３．７

＜政令市における設置状況＞ ＜設置済の協議会における取組状況
＞

※Ｈ３０年１月時点の６９協議会へのアンケートによる。取組には、サービスを紹介しているものも含む。

190118家財整理相談窓口講演会（国土交通省安心居住推進課）資料より抜粋、一部当社加筆 33



不動産事業者が求める居住支援

世帯属性 入居制限の

状況

入居制限の理由

（複数回答）

必要な居住支援策（複数回答）

●第１位 ◎第２位 ○第３位

制限し
ている

条件付
きで制
限して
いる

第１位

（％）

第２位

（％）
死亡時の
残存家財
処理

見守りなど
の居住支
援

家賃債務
保証の情
報提供

入居トラブ
ルの相談
対応

入居を拒
まない物
件の情報
発信

契約手続
きのサ
ポート

高齢単身世帯 4％ 27％ 孤独死などの
不安（76％）

保証人がいな
い（35％）

●
（61％）

◎
（53％）

○
（36％）

高齢者のみ世帯 3％ 21％ 孤独死などの
不安（39％）

保証人がいな
い（33％）

◎
（40％）

●
（43％）

○
（33％）

障がい者のいる世帯 3％ 24％ 近隣住民との
協調性に不安
（36％）

衛生面や火災
等の不安
（35％）

●
（40％）

◎
（26％）

○
（25％）

ひとり親世帯 1％ 8％ 保証会社の審
査に通らない
（40％）

家賃の支払い
に不安（37％） ◎

（21％）
●

（36％）
○

（18％）

子育て世帯 1％ 6％ 保証会社の審
査に通らない
（43％）

保証人がいな
い（35％） ○

（14％）
●

（33％）
◎

（24％）

低額所得世帯 5％ 26％ 家賃の支払い
に不安（50％）

保証人がいな
い、保証会社
の審査に通ら
ない（37％）

●
（48％）

◎
（26％）

○
（20％）

外国人世帯 7％ 29％ 異なる習慣や
言語への不安
（66％）

近隣住民との
協調性に不安
（43％）

◎
（36％）

●
（48％）

○（33％）

鹿児島県居住支援協議会平成29年度不動産事業者へのアンケート調査より

190118家財整理相談窓口講演会
（国土交通省安心居住推進課）資料より抜粋

34



出典：国土交通省資料 35



横浜市居住支援協議会 専門部会の設置

横浜市居住支援協議会資料より抜粋

設置する部会 ： 入退去支援部会及び居住支援部会

部会名 入退去支援部会 居住支援部会

想定される検
討内容

【入居支援・入居の円滑化】
・住宅確保要配慮者の入居促進策
・入居に係る契約手続きのサポート
・入居者情報の共有
・緊急連絡先の確保
・ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ住宅の確保
・入居保証、身元保証

【退去支援】
・死後の家財整理
・原状回復

【その他】
・入居時⇒退去（死亡）をカバーするパッ
ケージサービスの検討

・住宅確保要配慮者の相談から住宅への
マッチングを担える窓口の検討

・見守り（安否確認サービスを含む）

・入居後の状況の変化

・生活困窮者自立支援制度との連携に
よる継続的居住

・地域社会とのつながりづくり

36



居住支援法人の指定等に関する事務取扱要領【千葉県】

千葉県住宅確保要配慮者居住支援法人の指定等に関する事務取扱要領より抜粋

（支援法人の指定）
第3条 知事は、法第40条の規定に基づき、住宅確保要配慮者の属性に応じ、その
支援業務に関する次の各号のいずれかに掲げる業務を行う者を住宅確保要配慮者居
住支援法人として指定するものとする。ただし、地方住宅供給公社法（昭和26年法
律第19条3号）に基づく地方住宅供給公社が当該業務を行う場合を除く。

一 相談対応（緊急時対応を含む）及び住宅確保要配慮者に対する居住支援サービ
ス（この要領において次号イかヘに掲げる業務に係るものをいう。以下「居住
支援サービス」という。）のコーディネートに関する業務

二 次に掲げる居住支援サービスのいずれかを提供する業務
イ 家賃債務保証
ロ 安否確認・見守り
ハ 緊急連絡先の提供
ニ 家財整理・家財処分
ホ 死後事務受任
ヘ その他知事が認めたもの

三 前二号に掲げるもののほか、法第42条各号に掲げる保証、情報の提供、相談
その他の援助又はこれに附帯するもの
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大家さんのための単身高齢者受け入れガイド【国土交通省】

38出典：国土交通省資料



居住支援セミナー（木更津市・東海市）
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居住支援セミナー（横浜市）
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居住支援セミナー（世田谷区）
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居住支援セミナー（川崎市）
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居住支援セミナー
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居住支援セミナー（調布市）
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不動産管理会社と連携したセミナー開催
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